様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2021年　8月　17日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　かぶしきがいしゃあつまる
一般事業主の氏名又は名称　株式会社あつまる
（ふりがな）　いしい ようすけ
（法人の場合）代表者の氏名　石井　陽介    印
住所　〒105-0001
東京都渋谷区神宮前1-5-8 神宮前タワービルディング21F
法人番号　1010001154438　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DXの取り組み - 【公式】株式会社あつまる｜ATSUMARU Inc.

	公表日
	2021年　4月　5日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	コーポレートサイト「DXの取り組み」
https://atsu-maru.co.jp/dx_vision/
「Vision」「DX Policy」

	記載内容抜粋
	社会の急速なデジタル化により、企業はビジネスモデルの変革を求められている。社会的なIT人材不足を受け、総合的なDX支援の需要が大きくなっている。そうした環境を踏まえ、「集客」「採用」「業務効率化」の観点からデジタライゼーションを促進し、クライアント企業のビジネスモデルのリデザインに貢献する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年3月15日開催の取締役会にて承認を得たものである。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DXの取り組み - 【公式】株式会社あつまる｜ATSUMARU Inc.

	公表日
	2021年　4月　5日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	コーポレートサイト「DXの取り組み」
https://atsu-maru.co.jp/dx_vision/
「Main Contents」

	記載内容抜粋
	（1） 総合的なDX支援サービス
設立以来「マーケティング×IT」領域で培ってきた知見をもとに、デジタルマーケティングを中心とした「集客」「採用」のDX支援、情報管理システム等のSaaS導入を中心とした「業務効率化」のDX支援を展開し、クライアント企業のDXを総合的にサポートする。
（２）社内DX推進による労働生産性の向上
ノーコード・ローコードツールやSaaSを活用して社内業務を効率化することにより、社員一人当たり労働生産性を向上させ、生まれたリソースをもとに新しい価値を創出するための成長投資を行う。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年3月15日開催の取締役会にて承認を得たものである。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	コーポレートサイト「DXの取り組み」
https://atsu-maru.co.jp/dx_vision/
「System」

	記載内容抜粋
	（1） DX戦略を推進する部署の設置。
（2） 下記四種のデジタル人材の育成及び採用の強化。
・マーケター：デジタルを活用して、市場を創造する
・デザイナー：変化するニーズに合わせて、UI/UXをデザインする
・エンジニア：デジタルを駆使して、ソリューションを開発する
・プロデューサー：デジタルを活用して、新たなビジネスモデルを創造する
（３）外部開発パートナーやSaaS企業との協業。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	コーポレートサイト「DXの取り組み」
https://atsu-maru.co.jp/dx_vision/
「Research」

	記載内容抜粋
	DX戦略を推進する部署にデジタル人材を配置し、ITに関する最新の技術動向の調査及び研究を実施している。
その一環として、自社業務フローに外部SaaSを組み込み、高効率・高品質なサービス提供を推進する。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DXの取り組み - 【公式】株式会社あつまる｜ATSUMARU Inc.

	公表日
	2021年　4月　5日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	コーポレートサイト「DXの取り組み」
https://atsu-maru.co.jp/dx_vision/
「Indicator」

	記載内容抜粋
	（１）DX支援における売上高及び付加価値高
（２）従業員一人当たりの平均業務生産性（付加価値高/従業員数）



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年　1月　4日

	発信方法
	「株式会社あつまる｜広報誌 2020.12 Vol.25」（四半期に1回ステークホルダーに対して発行）

	発信内容
	「MESSAGE FROM THE PRESIDENT」P1、2　※抜粋
◯世の中はコロナ禍になってしまい、多くの会社が厳しい状況に陥りました。世の中が一気にパラダイムシフトし、事業モデルのテームチェンジの必要性が一気に加速しております。企業のDX化（デジタルトランスフォーメーション）の必要性も加速しました。世の中の多くの会社にとって、生き残り、事業発展させるポイントは、この変化のスピード勝負な気がします。
◯時流に合わせた、事業モデルのイノベーションが必要です。
◯広告宣伝費全体をあらためて見直すべきです。大きな方向性はマーケティングDXです。
◯現在の世の中は、まだまだここに書ききれない位、多くの変化の必要性に迫られています。変化しないと売上・利益が上がりません。会社は、お金がいつまでも湯水の如く溢れ出てくるものではありません。時間と共にどんどんお金は減っていきます。イノベーションのスピードも重要です。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年　7月頃　～　現在


	実施内容
	DX推進指標による自己分析を行い、IPAに提出しております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2019年　4月頃　～　現在


	実施内容
	「情報セキュリティ管理規程」及び「ソフトウェア管理規程」を策定し、同規程に基づく統制管理を行うとともに、外部によるセキュリティチェックを週次で実施しております。
また、「プライバシーポリシー」に基づく統制管理及びPマーク審査における対策の実施を通じて、個人情報保護にも取り組んでおります。
2022年6月期より、内部監査部門によるセキュリティ監査を実施予定です。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

